
The Japan Society of Educational Sociology

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Soolety 　of 　Eduoatlonal 　Soolology

教育社会学研究第58集 （1996）

学校教育 と戦後 日本の 社会意識 の 民主化
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1． 戦後 日本の社会意識 の 民主化

　戦後の 日本社会にお い て は， ポ ツ ダム 宣言 に 「日本國政府 ハ 日本國國民ノ 間二 於 ケ

ル 民主主義的傾向 ノ復活強化 二 對 ス ル
ー

切 ノ 障礙 ヲ除去 ス ベ シ」 とあ る とお り， 非軍

事化と と もに ， 諸制度の 民主化とそ れ に よ る社会意識 の 民主 化が第 1 の 社会的要請 と

され た 。 教育改革 は GHQ に よる民主化政策の 重要な側面 と して 位置づ け られ て い る

が ， それ は単な る学制上の 改革 に と どま らず ， 学校教育の 基本理念の レ ベ ル か らの民

主的変革 を遂行 し， 日本社会 に お け る社会意識の 民主化を実現す るこ とを 目的 と して

い た 。 ま た こ の 時期， 社会意識論の 見地か ら大塚久雄 （1948）は 「吾が 國民衆が低 い

近代以前的 エ トス を捨て去 っ て ，近代的 ・民主的人間類型 に打ち出され るとい ふ こ と

は如何に して 可能 で あ ら うか」とい う問題を ， 「何よ り もまつ 最 も広義で の 教育の 問題

で あ る」（10頁）と して ，や は り社会意識の 民主化実現の 第 正の 手段が 教育 に あ る こ と

を示 して い る。

　以来50年が経過 し， 最初に 新制の教育課程 の 小学校に入 学 した世代で す ら， すで に

祖父 ・祖母 とい う ラ イ フ ・ス テ ージ に さ しかか り， 戦前の 旧制教育を受 けた世代は

徐々 に産業社会の 主要部分か ら退出 しっ っ あ る。 学校教育が次世代に何 ほ どかの 道徳

的特質を伝達 し， それが永続的な パ ーソ ナ リテ ィ と して 変更 されずに 残存す る とす る

な らば ， 戦後の 教育改革が 目的 と して い た社会意識の 民主化は ， 戦前 の 軍 国主義的な

旧制教育 の 残映を保持す る世代 の こ の よ うな 人口学的な退出に よ っ て ， よ うや く完成

しっ つ あ る とみ なせ るだ ろ う。
こ う した経緯か らい っ て ， 現代 日本社会の 社会意識を
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考え る うえで ， い まわれわれ は名実と もに ひ とつ の転換点 を迎 えて い る 。 すな わち戦

後が生 み出した教育制度の 社会的機能を適切に評価 しうる時点をっ い に迎えた と考え

られ る の で ある 。 そ こ で 本稿で は ，現代 日本社会に あえて 「戦後」 とい う分析枠組 を

設定 し，戦後 日本社会 の社会意識が本当 に当初の 理 念に あ るとお りの 「民主化」を成

し遂 げた の か ， ま たそ の 趨勢に学校教育は期待され た機能を どの 程度果た した の か ，

とい う問題に つ い て
、 計量分析の 結果を もとに 検討する。

2． 社会意識の民主化とその 指標

　社会意識の 民主 化の 動向を論 じる ため に ， まず民主 主義的な社会意識 と は何か とい

う こ とを確定 する必要が あ る 。 価値観の 多様化 ・多元 化が 指摘され る今日の 状況に お

い て は ， 「民主 主 義的社会意識」 は い か に も広範か っ 多義的で 捉え に くい概念で あ る 。

しか しなが ら，狭い意味で 戦後 とみ な される正950年代まで の 時期に お い て は，社会意

識の 民主化と は ， 戦後日本国民が 天皇制イ デ オ ロ ギー
に代表され る 旧意識あ るい は醇

風美俗 を捨て 去 り， 近代的 工
一

トス を獲得す る こ とを意味 して い た （大塚前掲書 ， 日

高　 1960，城戸　 1970）。 そ こで は社会意識の 民主化 は ， 空虚 な喧伝で は な く， 近代的

工 一 トス の 獲得 とい う明確 な方向性を も っ て 理解 され て い た の で あ る 。 さ らに こ の 近

代的 工 一 ト ス の 具体的な内容は ， 同様に フ ァ シ ズ ム の 歴史的事実へ の 深い 反省か ら発

展 した大衆社会論の 主 要な テ
ー

マ と して も展開されて い る。 す なわ ち民主 主義一
反民

主 主 義 の 基 軸 と して ， よ く知 られ る と こ ろ の 権威 主 義 的性 格 で あ る （城 戸 ・杉

1954）。
ア ドル ノ らの バ ーク レ ーグ ル ープ の 研究で は，反民主的な政治的宣伝 に引き付

け られやすい性格を索出する過程で ，大衆 に広 く潜在する社会意識 として権威主義的

性格が計量的 に検出され て い る （ア ドル ノ他抄訳　 1980）。 それ以後 ， 民主 主義的社会

意識 は そ の 対極 の 権威主 義的性格 を用 い る こ とに よ っ て 指標化 され ， 数多 くの実証研

究が 蓄積 されて きた 。 そ して こ の 指標 は ， 政治的態度の 潜在的な規定要因 と して 民主

主義的社会意識の 重要 な中枢 を なす と目さ れて きて い る 。 伝統的権威 を巧妙 に利用 し

て軍国主義が展開され た とい う歴史的背景を有する 日本社会 に おい て は ， こ の権威主

義的性格が ， 伝統的 ・因習的価値 ， 旧意識あるい は醇風美俗 と呼ばれた もの と意識構

造上 ， 不可分に 融合す る こ とが指摘され る。 したが っ て こ の 当時に お い て は ， 社会意

識の 民主 化 とは， こ う した伝 統主義 ＝ 権威主 義的傾向を反 転 ・修正 す る過 程を意味 し

て い た の で あ る
。

　 くり返 しに な るが， わ れわ れが 生活す る90年代 の 日本社会に お い て は もはや，民主

主義的な社会意識に 関す る こ う した理解 の 様式に は，唯一無二 の もの で あ っ た り網羅
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的な もの で ある こ とを必 ず しも期待で きな い
。 だ が こ の よ うな概念規定を もとに した

研究が戦後 日本の 民主主義的社会意識を論 じる上で ， 少な くともひ とつ の 重要な基軸

を提示 して い る こ と は確かで あ る 。 そ こで 本稿で は上述 の研究の 蓄積 を鑑み た上で ，

権威主 義的態度尺度 （正確 に は そ の 対極）を社会意識の 民主化の 指標と捉え て 考察を

加え る こ とに す る 。

3． 教育年数 と権威主義的態度の 「剥奪効果」

　直井道子 （1988）は ， 1985年 SSM 調査 の男性 A 票 を用い て ， 成入有職男性の 権威

主義的態度の 分布状況 と形成要因を検討 して い る （表 1参照）。
そ こ で は ， 権威主 義的

傾向に は職業的地位 ， 年齢 ， 学歴な ど に よ っ て 有意 な差が み られ るが ， そ の 分布を形

成す る要因 は主 と して 学歴 と年齢で ある こ とが解明されて い る。 こ の うちの 学歴の 効

果は ， 高学歴で ある ほ ど権威主義的傾向は低下するとい う方向を示す 。 この 関係 は権

威主義的傾 向が学校教育に よ る認知的能力の 向上に よ っ て 低下する とい う直接的な関

係を示 して い る と判断で き る。

　　　　　　　　　 表 1 権威主義的態度の 形成要因 （重回帰分析）

説明変数 標準偏回帰係数β

学　　歴 一．238榊

職業威信 0．029

年　　齢 0．221料

都市規模 0．031

R ：＝．127　　
”

は 1％水 準 で 有 意 な値 を示す 。

直井道子 （ig88）234頁か ら
一

部を修 正 して 再録

　この 研究 を受 けて
， 吉川 （1996）は 1990年代の 学校教育 と青少年の 権威主義的態度

の 形成に っ い て ， さ らに踏み込ん だ計量研究 を行 な い，次 の よ うな メ カ ニ ズ ム を解明

して い る。 それ ぞれ の 青少年に 家庭 に お い て 両親 か ら伝達 された権威主義的傾向は ，

学校教育に よ る社会化 と心理 的発達に よ っ て 知的能力が伸長す るとともに ，
っ ま り年

齢 （＝ 学年）が上昇 する と ともに低下 す る。 とこ ろが その 一方で ， 現代 日本社会の 学

校教育 は ， 厳 しい校則 によ る生活指導 ， あ るい は教師に よる 授業内外 の厳格な管理 な

どの 権威主 義を体現 す る教育条件 に よ っ て ，権威主義的態 度を付与的 に形成する （プ

ラ ス の 効果 を もつ ）側面 を も確実 に 有 して い る。 っ ま り社会意識の 民主化とい う機能

に関 して み た場合 ， 学校教育 は
一

方で 権威主義的傾向を剥奪 しな が ら，他方で 付与す

ると い う 「諸刃 の 剣」の 性質を もっ の で あ る 。 そ して 1990年代 の 日本社会の 教育環境
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にお い て は ，
2 っ の 効果の 相殺の 結果と して 表出 して い るの は ， 学校教育が権威主義

的傾 向を低下 させ る 「剥奪効果」で ある。

　こ の メ カ ニ ズ ム に お い て ，学校教育が権威主 義的価値の 伝達を よ り強力に推進 した

場合， 学校教育に よ る権威主義的傾 向の剥奪効果が小 さ くな る ， さ らに は付与的効果

に転 じる こ と も十分 に あ りうるだ ろ う。
こ う した仮説を日本社会の歴史的経緯 に重ね

て 展開す るな らば ， 旧制教育制度に お い て皇国史観 ， 全体主義的道徳性な どを内容と

する軍国主義教育を受けた世代 と
， 新制教育制度に お い て意識的に 企図され た民主主

義的な教育を受けた世代で は ， 学校教育 に よ る権威主義 的傾向の 剥奪効果の 様態が 異

な る と考 え られ る。 実際に 直井の 先行研究で は，年齢 と権威主義的傾向の 間に は年齢

が 高い ほ ど権威主義的で あ る とい う直接的な関係が 明らか に な っ て い るが， こ の よ う

な世代間格差を生み出 した要因 と して ， 戦前 ・戦後の 教育の 質の 根本的な差異が考え

られ な い だ ろ うか 。 そ こで 学校教育の 権威主義的態度 の剥奪効果 ， つ まり民主化の 効

果が ， 諸個人の 受 けた教育の 質 （教育制度の 新 ・1日）に よ っ て どの よ うに異 なるかと

い う問題を みて い くこ とに す る 。 ただ し， それ ぞれ の 世代の 教育現場 の諸条件 とそ の

社会化 の効果 に関す る直接的な計量 デ
ー タが存在 しな い た め

， それ ぞれ の 学校教育の

機能の 生 きた ダ イナ ミズム を実証的 に検討す る こ と は で きな い 。 したが っ て こ こで

は ， 現代社会を構成する成人の 社会意識に 残存す る学校教育の 影響を ， 社会意識論の

観点か ら検討す る こ とに な る。

4．　 ヂ ー タ

　こ こで は1985年 SSM 調査の 男性 A 票を分析する （有効回答数 1，239サ ン プル ）。 こ

の デ
ー

タ は 1915 （大正 4）年か ら1965（昭和40）年まで の 生年の 男性を母集団とす るも

の で ある 。
つ まり1996 （平成 8）年現在で は31歳か ら80歳とな る標本であ る。

この こ と

は ， こ の デ
ー

タが単に 1980年代の 社会の 構成員を よ く代表 して お り現代の 社会意識を

検討す る の に適切で あ る とい うだ けで はな く， 戦前に 最終学歴を達成 した 人か ら，旧

制の 初等中等教育か ら新制 へ の転換を経験 した人 ， そ して 戦後の 新制教育の み を受け

た人 まで を バ ラ ン ス よ く含ん で い る こ とを意味す る。 そ れ ゆえ に こ の 調査デ
ー

タ は ，

こ こで の われ われ の 関心 に対 して ，極 めて 適切な そ して お そ らく最後 の もの で あ ると

い うこ とが で きる
ω

。

5． 民主主義的社会意識 の 測定

社会意識の 民主化の 指標 と して 用い る権威主 義的態度尺度は以 下の 6項 目に対す る
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’
「賛成」「どち らと もい えな い 」「反対」 の 3分位の 回答 か ら測定 され る 。

　 （1） 権威あ る人々 には っ ね に敬意を払わ な けれ ば な らない
。

　 （21 以 前か らな され て きたや り方を守る こ とが ， 最上の 結果を生む。

　   　子 ど もの しつ けで
一

番大切 な こ とは ， 両親に対す る絶対服従で あ る。

　 （4｝ 目上の 人 に は ， た とえ 正 しくな い と思 っ て も従わ な ければ な らな い 。

　　（5） 伝統や慣習に したが っ たや り方に 疑問を持 つ 人 は ， 結局 は問題を引 きお こ す こ

　　　とに な る 。

　　  　こ の 複雑な世の 中で 何をなす べ きか知 る一番よい方法 は ， 指導者や 専門家に頼

　　　る こ とで あ る 。

　　こ れ らは い ずれ も， 権威主義的態度尺度の 測定 に最 もよ く用い られて きた もの で あ

　る （Kohn 　and 　 Schooler　 1983，直井優　 1987， 直井道子前掲論文 ， 白倉 ・岩本

1990）。
こ こ で は上記 6項 目に対 して 主成分分析を行な い

， 表 2， 表 3 の 結果を得 た 。

そ して
， 各項目が均質な因子負荷量 を もっ て お り， 十分な寄与率が得 られ た第 1主成

分を因子得点化 した 。 こ の 因子得点を さ らに偏差値計算で 通常用い られ る平均50
， 標

準偏差 10の 標準化尺度 に変換 し， こ れ を権威主 義得点 と して 分析 に 用い る こ とに す

　る 。 な お ， これ は 同
一の デ

ー
タを用 い た直井の 先行研究に お け る権威主義的伝統主義

　とほ ぼ同義 の尺度 と理解 され る 。

　　　　　　　 　　　　　表 2 権威主義的態度の 主成分分析の結果

因　　子 固 有 値 寄与率 錫

第 1主成分 2，183 36．4

第 2主成分 911 15．2

第 3 主成分 ．838 14．0

第 4 主成分 （以下略） （以下略）

第 5 主成分

第 6主成分

計 6．0 100．0

表 3 第 1因子に対する負荷量

変　　 　　 数 因子負荷量

  権威ある人々 に敬意 ．571

  以前 か らな され て きたや り方を守 る ．644

〔3）両親に対する絶対服従 ．665

〔4）目上の もの に従う ．494

  伝統慣習に した が っ た や り方を と る ．631

  指導者や専門家 に頼る ，598
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6． 分　　析

　は じめ に
， 対象者の 達成学歴別 の 権威主義得点を確認 して お く （表 4）。

一
見 して 権

威主義得点が ， 新制学歴達成者と比 べ 旧制学歴 達成者に お い て 相対的に高い こ とが わ

か る。 ま た旧 制学歴 内で も新制学歴内で も，高学歴 で あ るほ ど権威主義得点 が低 く

な っ て お り， 教育年数 に よ る権威主義的傾 向の 「剥奪効果」が確認で きる。 ただ し，

旧制で は高学歴 エ リー トとされ る旧制高校の 学歴達成者で さえ，そ の権威主義得点 は

よ うや く新制中学校卒業者と同程度で しか な い
。 したが っ て 「戦前の 高等教育は リベ

ラ ル だ っ た」 とい う言説 は ， あ くまで 旧制学歴達成者間で 比較 した結果を述 べ た にす

ぎず，新制教育を受 けた世代 と比較 した場合 に は権威主義得点 は必ず しも低 くはな い

とい うこ とがわか る。
こ の 表の 示す数値 は ， 直井道子 の 先行研究で指摘 された ， 権威

主 義的態度に 対す る教育年数と年齢の 効果が ， 学歴と世代 （≒ 学校教育制度の 新 ・ 旧）

の 差異 と して 表出す る こ とを示 して い る 。

　 　　 　　 　　 　　 　 表 4 達成学歴ごとの 権威主義 （平均）褥点

学　 　 歴 平　　 均 標 準 偏 差 サ ン プ ル 数

1日制尋常小学校 55．50 10．333 38

旧制高等小学校 57．12 9．873 151

旧制中学 ・実業学校 ・師範学校 51．03 9．392 66

IEI制高校 ・高専 52．67 12．056 24

旧制大学 50．39 9．183 14

新制中学校 52．48 9．684 188

新制高校 48 ．26 8．951 433

新制短大 ・高専 47，19 9．267 28

新制大学 45．50 8．743 234

全　 　　体 50．00 10．000 ll76

eta ＝．375 Sig，　F≦ 5％

　次に ， 標本の 学歴 を初等学歴達成者 と中 ・高等学歴達成者に分類 し， 生年世代 （5年

ご と）別に権威主義得点の 推移を グラ フ で あ らわ した （図 1）。 まず標本全体の 権威主

義得点の 世代に よ る推移は ， 直井道子 の 分析結果か ら予測 され る とお り，右下が りの

傾向を示 して い る 。 ただ し1940年生 まれ まで の 世代で は直線的に低下 して い るが ， 新

制教育制度に 完全に 移行 した 後の 1941年生 ま れ 以降の 世代で は ほ ぼ 水平 に 推移 し て い

る こ とが わか る。 次に学歴別 の グ ラ フ をみ て み る と，初等学歴達成者で は， まずゆ る

やか な右下が りの 傾向で あ り，
1956年生 まれの 世代か らは，若干上昇す る傾向に あ る。

た だ しこ の 世代で は高等学校進学率が 上昇 し
， 中卒者が 激減 して い るた め に ，初等学
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歴達成者の 数は多 くはない （33サ ン プ ル ）。

一方，中 ・高等学歴達成者の グ ラ フ は 1940

年生 まれ の世代 まで はほぼ直線的 に低下 し， そ の 後の 世代で は ほ ぼ水平 に推移 して い

る。 そ して ， 1951年生まれの世代以降 高学歴化の 影響で 中 ・高等学歴達成者の グラ

フ と標本全体の グラ フ が近接 して い る こ とが指摘で きる。 生年世代を用い た こ の分析

で は ， 後述する よ うに教育制度の 移行期 に あた る世代 が正確 に分別され て い な い た

め ， グラ フ の 推移か ら教育制度 の新 ・旧の 質的差異を読 み解 くこ とは難 しい
。 しか し，

い ずれの グ ラ フ か ら も1940年以前 と ， そ れ以 降とで は得点の 高低 お よび変動の 状況に

差異 が見出され ， 権威主 義得点と世代 の 関連 は ， 単 に 高学歴化や加齢に 起因す る の で

はな く，旧制教育 と新制教育 の 社会意識の 民主化効果の 違い に 基づ い て い る こ とが予

想 され る。

図 1　 権威主義得点の世代間推移

60
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1951〜55　1956〜60　1961〜

　そ こ で ， 標本全体を学校教育の 歴史的背景に よ る質的な差異 に基づ い て以下 の 3 っ

の グル ープ に 分ける 。 第 1 の グル ープ は戦前 の学校教育の みを受けた グル ープ （以下 ，

旧制 グ ル ープ とす る）で あ る。 操作上 は最終学歴を旧制 （旧制尋常小学校 ，
　 IH制中学

校， 旧制大学 な ど） と して い る回答者が こ の 旧制グル ープ を構成す る 。 この グ ル
ープ

は 1915 （大正 4）年か ら1934 （昭和 9）年生 まれ まで の お よ そ 20年の 幅広 い 年齢分布を

して お り， フ ァ シ ズ ム 教育が先鋭化す る 時期 （1935年前後）よ りも以 前に最終学歴 を

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　93
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達成 した世代か ら，第二 次大戦末期に学業を 中断させ られた経験を もっ 世代までが含

まれ る。 そ の た め厳密 に はそれぞれの 年齢 や進学の 程度 に よ っ て 受 けた教育 の 質が微

妙に 異 な るが ， この グル ープの 受けた学校教育の 共通の 特質を挙げ ると以下 の よ うに

な る
。

　 こ の グル ープ の 学齢期は ， 旧制教育の 制度 と理 念が一連の 最終段階を 迎え た時期と

重な る 。 1917年発足の 臨時教育会議の 「教育ノ 効果 ヲ完 カ ラ シ ム ベ キー
般施設 二 関 ス

ル 建議」（1919年）は ， デ モ ク ラ シ ー
， 社会主義の 思潮が高まるなか国民思想 を統一 し

て 国民道徳を徹底する必要を 強調 し， 以 後す べ て の 学校令の 改革の 基調 とな っ て お

り，
こ こ に 「国体明徴」 の 教育 へ の

一
歩を確認する こ とがで きる。 その 後の 教育政策

は ， 現役陸軍将校の 学校配属と軍事教練の実施 （1925年）に典型的に現 れて い る よ う

に ，
フ ァ シ ズ ム 教育を進行す る もの で あ っ た （森　1984

， 山住　1987）。
1920年代後半

か ら30年代 に は，教育政策 に対す る軍の い っ そ うの 介入 に よ り， 戦時下の 軍国主義精

神の練成 と して の 教育 が次第 に強化 されて い っ た （小沢　1984）。 こ と に1941年に 施行

さ れ た国民学校令で は ， 厂国民学校 ハ 皇国 ノ 道 二 則 リテ 初等普通教育 ヲ施 シ国民 ノ 基

礎的練成 ヲ以 ッ テ 目的 トス 」 とされ ， 初等教育にお い て 極端な反民主的価値 を植え付

け る こ とが明確 な 目的 とされた こ とが知 られ る。 1943年か ら1945年に か けて は，授業

を停止 して の勤労動員や学徒動員とい う教育制度 の事実上 の崩壊を経験 して い る 。 以

上 の よ うに こ の グル ープ は ， 天皇中心主義の フ ァ シ ズ ム 的価値 を伝達 し， 国民 を全体

主義体制 に総動員 する こ とを公然と第一 目的 とす る教育 を受 けて い た こ とが明 らか で

あ る （久保　 1984）。

　第 2 の グル ープ は戦時下の 学校教育を受 け， つ ま り前述の 旧制尋常小学校あ るい は

国民学校初等科 に入学 し， 旧制の い ず れか の 学校在学中 に 1947 （昭和 22）年 の 学制改

革 に よ っ て 新制 に 移行 した グル ープ （以下，移 行期 グル ープ とす る）で あ る 。
こ の グ

ル
ー

プ の最終学歴 はすべ て新制に な り， 昭和初期 （1925〜35年）生まれ の 場合 ， 同年

齢で も教育年数が短い 場合は上述の 旧制 グル ープ に 分類され るが
， 高学歴 で ある場合

は こ の 移行期 グ ル ープ に分類 され る こ とに な る
〔2》

。 したが っ て こ の グル ープ構成 は生
』

年 で の 区分 と完全 に は重な らな い こ とに留意 しな けれ ば な らない
。

こ の グル ープ の 特

性 は ， 戦時中の 極端な 軍国主義教育 を受 けた後 に ， 教科書の 墨塗 りや教職不適格者の

追放 な どに象徴 される価値観の 反転を経験 した とい う こ とで あろ う 。 そ して 戦後，最

も強力 に民主的価値が 教育 され た グル ープで あ る とい う こ とがで き るだ ろ う （鈴木

1984， 佐々 木　1984）。

　 そ して 第 3 の グル
ープは新制の 小学校に 入学 した世代 （以下，新制 グル

ー
プ とす る）
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で ある 。 こ れは 1940年以 降に生 まれ ， 現行 の六 ・三 ・三 ・四制の 新制教育の み を受け

た人 たちで あ り， 生年 に よ っ て 明確 に グル
ー

プ化 され る 。 こ の グル ープ は ， 教育基 本

法や学校教育法に 基づ く， 現在 まで 通 じる戦後 の民主的な教育の みを受けた世代で あ

る 。 また ， 今後 の 日本社会 に着実に成員を供給 し続け るグル ープで あ り， 「戦後社会」

で はな く現代社会論の 観点か らもその 動態が注 目され る
。

た だ し当然の こ とな が ら ，

戦後の 民主 主義的教育 を受 けた とい う基準で
一

括 した こ の グル ープ内に も， おお よそ

一世代に あ た る 25年の レ ン ジの 年齢分布が あ り， そ の 間に は学校教育の 内容 に 細か な

時代的変遷 があ る とみ な され る だ ろ う。
こ うした戦後の 学校教育の 時代的変遷が社会

意識の 民主化 に及 ぼす影響は， グル ープ 内で の 権威主義的傾向の 年齢に よ る差異 と し

て 検出され る こ とに な る。

　な お ， 各グル ープ の サ ン プル 数 は ， 1日制 グ ル ープが 318サ ン プ ル
， 移行期グル ープが

228サ ン プル
， 新制グル ープが693サ ン プル で ある 。 また各 グル ープ の 教育機会 ・教育

達成に関す る詳細 に つ い て は ， 尾嶋 （正990） に よ っ て 本稿 とほぼ一致す る分類に よ る

分析が行われて い るの で 参照 されたい
。

　次 に 旧制， 移行期 ， 新制の 3 グル ープ別 に ， 教育年数 ， 職業威信 ス コ ア （直井優

1979）， 年齢を説明変数と し， 権威主義得点 を被説明変数 と した 重回帰分析を行な っ

た 。
こ れは教育の 質 に っ い て グル ープ間 に存在す る差異 を コ ン ト ロ ール した上で ， グ

ル ープ 内で の 年齢差 （生年世代）， 階層 的要因， 教育年数の直接効果をみ た もの と考え

る こ とが で きる。

　 まず1日制 グル ープ の 場合 （表 5）， 教育年数 職業威信 ， 年齢の そ れ ぞ れが 有意な 効

果を示 して お り，教育の 量 に 比例 した権威主義剥奪効果 ， 成人後の 職業経験 に よる権

威主義的 （あるい は民主主義的）パ ー
ソ ナ リテ ィ の 形成 と ， 年齢 に よ る効果が 検出さ

れ る。 本稿の 関心 は ， 極端な軍国主義的価値観の 「刷 り込み」 を受 け た こ の グル ープ

に お い て ， 「諸刃の 剣」の相殺効果が どの よ うな結果を残 して い るか とい う点に あ り，

その 結果 は剥奪効果を意味する有意な負の 値 （β； 一．169）に な っ て い る 。 この 効果 は ，

旧制 の教育達成者間 に権威主義得点の 学歴 に よ る格差 を もた ら し， 表 4 や 図 1 で 確認

で きる よ うに，旧制初等教育達成者 （旧制尋常小学校 ・旧制高等小学校卒）を現代社

会 の 他の 構成員と はか け離れ た高い 権威主 義得点の ままで 取 り残す結果を導 く要因 と

な っ て い る 。 こ の グル ープ の 60％以 上が こ う した旧制初等教育達成者で ある こ とを考

慮す る と ， 旧制教育制度下 の初等教育に お け る軍国主義 的国民教化 と低 い教育達成 が

残 した影響 は ， 戦後 日本社会 に お い て 決 して 瑣末な もの で は な か っ た こ とが知 られ

る。 なお ， こ こで 検出され た年齢の 直接効果は ，そ れが 世代 に よ る学歴 差 （高学歴化）
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の 影響力を コ ン トロ
ール した上で の効果で あ る こ とか ら，

グル ープ内の 兵役経験な ど

に よ る社会 ・文化的環境の 世代間格差 お よび ， 若干の 加齢に よ る効果で ある と解釈で

きるだ ろ う。

　　　　　　　　　　表 5　旧制グ ル ープ の 権威主義的態度の形成要 因

説明変数 偏回帰係数 B 標準偏回帰係数 β

教育年数 一．609 ホ 一．169癖

職業威信
一．152＊ 一．178傘

年　 　齢 0．406林 0．179拿 申

R2＝．111轄

　　　
拿
は 5％，

騨
は 1％水準で 有意な値を示 す。

　次に移行期グル ープ で は （表 6）， 職業威信 ， 年齢の 直接効果 は 有意で は な くな り，

教育年数 に よ る権威主義剥奪効果の み が 有意 な影響力 （β＝
r184 ）を有 して い る。 こ の

こ とは
， 移行期 グル ープ 内で 成人後の 職業経験や生年世代差が権威主義的傾向の 形成

に 関与 して い な い こ とを示 して お り ， 次に み る新制グ ル
ープに も同様 に い え る こ とだ

が ， 権威主義的傾向の 形成 メ カ ニ ズ ム は大 き く学校教育 に依存 して お り，旧制 グル ー

プ とは 明確に 異な っ て い る こ とを指摘す るこ とが で きる。

　　　　　　　　　　表 6 移行期グル ープの 権威主義的態度の 形成要因

説明変数 偏回帰係数 B 標準偏回帰係数 β

教育年数 一．794“ 一．184零

職業威信 0．021 一，004

年　　齢 0．233 0，048

R2＝，034 ’

は 5％ ，
　
i 」

は 1％ 水準で 有意 な値を示す。

　さ らに新制 グル
ー

プ で も同様 に （表 7）， 教育年数 の効果 （β＝一．280） は有意で あ る

が ， 職業威信 ， 年齢の 効果は有意で は ない 。 また こ の グ ル ープ内に お い て は権威主義

得点の 世代間格差が単相関 レ ベ ル で もみ られ なか っ た こ とか ら
〔3）
，戦後 25年 とい う期

間 に お い て ， 学校教育 に よ る社会意識 の 民主化効果の 趨勢に ， 民主化の 伸長あ る い は

右傾化とい う趨勢 は見出せ な い
。 したが っ て ， 学校教育を取り巻 く環境が この 間 に変

遷 した こ とは認 め る と して も ， そ こ か ら生 み出され るア ウ トプ ッ トに は ， ほ とん ど変

質 は認 め られ な い とい え る。

　最後に
， 本稿の 議論の 焦点で ある学校教育に よ る社会意識の 民主化効果 の 趨勢を検

討す る 。 こ れ は，権威主義剥奪効果を 3 つ の グル ープ間で 比較す る こ とに よ っ て可能

とな るだ ろ う。 権威主義剥奪効果の 比較 は ， 偏回帰係数 B の 大 き さ ， す なわ ち教育年

数 1年 あた り権威主義得点が何点低下す る か を グ ル ープ間比較す る こ とに よ っ て行 な
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表 7 新制グ ル ープの権威主義的態度の 形成要因

説明変数 偏回帰係数 B 標準偏回帰係数 β

教育年数 ヨ ．070轄 一．280寧 串

職業威信 0．010 0．012

年　　齢 一．Q65 一．048

Ri＝．073纏 　　
零

は 5％，
° i

は 1％水準で 有意な値 を示す 。

うこ とが で きる 。 表 5〜7 に 示 され て い る とお り， 偏回帰係数 B は 旧制 グル ープで
一．

609
， 移行期 グ ル ープ で は一．794

， 新制グル ープで
一1，070とな っ て い る。 したが う て ， 学

校教育 に よ る権威主義剥奪効果は ， 旧制教育を 1 とすれば，移行期で は 1，30倍 ， 新制

教育で は 1．76倍 とほ ぼ線形 に 増加 して い るこ とが明 らかに な る
ω

。

7． 議　　論

　 こ れ まで の 分析 に よ っ て われ われ は，以下の 結論を得た 。

　（1＞ 標本全体に おい て 権威主義的傾向と年齢の 間に み られ た関連 は ， 主 と して 学校

　　教育制度の 新 ・旧 に起因する もの で あ り， 新制世代 内で は年齢 と権威主義的傾向

　　 に直接 の 関連 はみ られ ない 。

　  　学校教育の 民主 化機能 は旧制教育 ， 移行期，新制教育と漸増 し， 旧制教育 と新

　　制教育で は約1．8倍の 格差が み られ る 。

　（3） 戦後の 学校教育 に よ る社会意識 の民主化機能は ，
25年間

一
定 して 維持 されて き

　　 た 。

　こ の うち（2＞の 結果に つ い て は ， 学校教育 に よ る柔軟 な発想 や判断力の 育成 ， 民主 主

義的価値観の 伝達， そ して 権威主 義的教育条件の 低 い水準で の 維持 ，
な どが要因 と し

て 考え られ る 。 しか しなが ら， これ らの メ カ ニ ズム の 詳細を明 らか に す る こ とに っ い

て は ， 成人の 意識の 分布状況か らの事後的推測 とい う方法で は限界が あ るだ ろ う。 ま

た〔3＞の 結果 に つ い て は，戦後の 25年間で は学校教育の 民主化機能が 高ま っ て い ない こ

とが指摘で きるが ，図 1か ら明 らか に な っ た よ うに，戦後 の 着実な高学歴化の 趨勢す

な わ ち ， 高校進学率 ， 大学
・短 大進学率が高 ま る こ とに よ っ て ， その 世代の 民主主 義

的社会意識は や は り学校教育に よ っ て 形成 され続 けて きたとい う こ とがで きる だ ろ

う。
っ ま りこ の 間，学校教育の 質の 変容で はな く教育年数 の 増加 に よ っ て 社会意識の

民主化 の趨勢 は ゆ る や か なが らも維持され っ づ けて い る の で ある
（5）

。

　こ こ で み て きた学校教育 の 質の 変容と社会意識の 民主 化 の 関係 は， 旧制教育を受け

た世代 の 人 ロ構成 上の 「退出」，高学歴化，学歴 の 平準化 とい う学校教育 に 関連す る社
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会変動が ， 単に社会移動研究や学歴社会論などの 構造的研究に とどま らず ， 社会意識

論 に も少な か らぬ影響力を も っ て 接続され うる こ とを示 して い る（6）
。

　デ ュ ル ケ ー ム （訳書　1976）は ， 教育の 目的を ， 社会生活 を営む上で次世代に要求

され る身体的 ・
知的 ・

道徳的諸状態の 継承 に求め る。 また ，
パ ー ソ ン ズ （訳書　1973）

は ， 学校教育の 機能 と して 人員の 選別 ・分配と並ん で
， 知識 ・技能の 習得 ， 道徳的価

値伝達を要素 とす る社会化を挙げる。
い ずれ に お い て も， 当該社会に共通す る価値の

伝達が，学校教育の 本質的か っ 第一
義的で 無視 で きな い 機能で ある とみ な され て い

る。 と こ ろが ， 教育社会学 に お ける計量研究で は，学校教育の 人材の 配分機能に多 く

の 関心 が 向け られて きた ため ， 教育年数はそ の 象徴的意味に注目した学歴と して の み

解釈 され，次世代 の 社会意識の 形成主体として の 機能が十分に は検討 され て こな か っ

た よ うに思わ れ る。 学校教育は決 して 「無色透明」な象徴で は な い 。 それゆ えに
， そ

の 中身を ブ ラ ッ ク ・ボ ッ ク ス 化 した 再生産や社会移動の 媒介項と して 理解 され るだ け

で は決 して十分 とは い えな い だ ろ う。

　本稿で は こ の学校教育の 実質的な機能に焦点を絞 っ て議論 を展開 して きた 。 そ の結

果得 られ た結論は ， 決して 発見的な もの で はな く， む しろ至極 あた りまえに 聞 こえ さ

え す る。 だ が ， 「戦後 日本社会に お い て は民主主義的な教育政策が実施された 」とい う

歴史的事実の 指摘 と，「戦後 の民主主義的な 学校教育に よ っ て 社会意識が民主 化した」

とい う本稿の 分析結果は全 く同じこ とを意味して い るわ けで はな い
。 社会意識 の 民主

化は ， 教育制度の 改革を も っ て
一朝一夕に完了す る わ けで は な い の で ある 。 こ の 問題

に関 して 現代の 社会意識論の 視点か ら関心 が持たれ るの は ，
い ま現在見出される 「結

果」で ある 。 本稿で みて きた よ うに，学校教育を受け たの は はるか に 昔の こ とで あ っ

て も， その 個人が当該社会の 構成員 として 社会意識の 分布 を構成す る限 り， 当時受 け

た 教育 の 残滓 は存在 しつ づ けて い る
。 冒頭に述 べ た よ うに い ま ， 戦前 ・戦中の 軍国主

義教育が 社会意識 に 残 した傷跡 は ， 戦後50年の 時間的経過 に よ る 人ロ 学 的退 出効果

で ， よ うや く消え去ろ う と して い る。 われ われ は ， 変更不可能 な過去の 出来事が現代

社会の 社会意識の 分布を規定 して きた と い う事実を確認 し， そ の 上で こ れか らの 社会

構造 を構成す る現下 の教育 を検討す る立場 に ある 。 現在教育を受 けて い る世代が退出

す る まで に さ らに 50年 の年月を要す るの で ある
。

〔付記 1〕　デ
ー

タ解析 は吉川 ， 轟が共同で 行 ない ， 冒頭か ら r民主主義的社会意識

　　　の 測定」まで の 草稿を轟が ， 「分析」か ら 「議論」 まで の 草稿を吉川 が分担作

　　　成 した 。 そ の 後両者の 協議の 上 ， 修正 した 。
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〔付記 2〕　 本研 究は 1995年 SSM 調査研究の
一

環 と して 行 な わ れ た もの で あ る。

　　　デ
ー

タの 使用 および結果 の 発表 に あ た っ て ， 1995年 SSM 調査研究会の 許可

　　　を得 た 。

〈注〉

（1） 1985年 SSM 調査の 詳細に っ い て は直井 ・盛山 （1990）を参照 された い
。

な お こ の

　調査設計で は，成人女性に 対する権威主義的態度の 調査項 目は含 ま れて い ない 。

（2） どの 学歴水準の 旧制教育を どれ だ け受けたか ， とい う基準で こ の グル ープを さ ら

　に精緻に 分類す る こ と も考え られ るが ， 本稿で は学校教育に よ る社会意識の 民主化

　の 機能の 変遷 を概略と して 把握す る こ とを 目的と して い るた め ，
こ う した検討は行

　 な っ て い な い 。

（3〕 こ の 新制グ ル ープ に つ い て は ， 現代社会の 社会意識の民主化の 様態 と して 記述 的

　数値に 関心 が もた れ る の で
， 下 に 相関行列を示 して お く。

こ の グ ル
ープで は年齢

　（世代） と権威主義得点 の 間に は単相関 も見出せ な い
。

権威主義得点 教育年数　　　職業威信 ス コ ア 年 齢（世代）

権 威主 義 得 点

教　育 年 数

職業威信 ス コ ア

年　齢 （世代）

1．000
−．267寧 寧

一 118串 取

0．001

1．0000

．430 牌
　　　　　 1．000

∴ 171 牌

　　　　　 0．098寧 1．000

＊

は 5％水準，
艸

は 1％水準で 有意な値を示す。

（4＞ こ う した結論に対す る対立仮説 と して ， 卒業後の 社会的な様々 な経験 に よ っ て教

　育 の効果が消え て ， 権威主 義的傾向が増大す る ため ， 年齢が高 い
，

つ ま り社会経験

　が豊富で あ る ほど権威主 義的に な る とい う もの が考え られ るが ，

一旦形成 され た知

　的能 力や判断 力 は
一

生を通 じて 簡単 に は低下 しな い こ と と ， 戦後 B 本社会 に お い

　て，学校教育の 効果 を凌 ぐよ うな強力 な権威主義的価値伝達 工 一 ジ ェ ン トが存在 し

　た とは 考え に くい こ とか ら否定され うる と考え られ る。
こ の 点に っ い て は ， 例えば

　 10年 を経過 した正995年時点で 同 グル ープの 権威主 義得点に い か な る変化 が見 られた

　 か を コ
ー

ホ
ー

ト分析 で 明 らか に す る こ とに よ っ て確証 しうるが， これ は今後の 課題

　 と した い
。

｛5） 学校教育に よ る権威主義的価値の 伝達機能を全 くな く して しまえ ば，社会意識の

　民主化 はよ り効率的に進行す るの で はな い か とい う考え が生 じるか も しれ な い 。 し

　か し， 当該社会 の 共通の 道徳的価値を伝達す る た め に は学校教育で は ， な ん らか の

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 99
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　権威を肯定 せざ る を えな い し， 知識 ・技能の 伝達の たあ に ， 教師が 自らの 指導者 と

　 して の 立場を権威付けな が ら学級集集団を運営 して い く必要 もある だ ろ う。 そ の た

　め
， 明 らか な弊害に見え る学校教育に よ る権威主義的価値の 付与 の 効果 を ， 完全に

　消滅 させ る こ とは事実上不可能で あ ろ う。 そ こ で ， 学校教育に よ る社会意識の民主

　化機能 をさらに増大 させ るた め に は ， 知的能力の 養成を さ らに 効果 的に進め る こ と

　と ， 必要以上の 権威主義的価値を付与 しな い こ とが鍵 とな る と考え られ る 。

〔6） こ こ で の 結果 は， 例え ば投票行動を研究す る うえ で 政治社会学 が 基盤 と して い る

　潜在的意識構造 の近年 の 複雑 な変容 （綿貫　1986， 宮野　1995）に学校教育に関す

　 る趨勢か らの説 明の 糸 口 を提供 しうる の で は な い だ ろ うか。
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